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　 ( 証券コード  1 9 8 0 )

株　主　各　位 平 成 2 4 年 ６ 月 ６ 日

　 　

　 大阪市西区江戸堀一丁目９番25号

　

　 取締役社長 植 林 信 一
　

第83回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第83回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月27日（水曜日）午後

６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日　　　　時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時

２．場　　　　所 大阪市西区江戸堀一丁目９番25号　当社本店７階大会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）　

３．会議の目的事項 　

　 報告事項 １.第83期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

　 　 ２.会計監査人及び監査役会の第83期連結計算書類監査結果報告

の件

　 決議事項 　

　 第１号議案 剰余金処分の件

　 第２号議案 取締役１名選任の件　

　 第３号議案 監査役４名選任の件　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

２．事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（http://www.daidan.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(添付書類)
事　業　報　告

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項
　
(1)事業の経過及びその成果
　
　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災及び福島第一原子力発電所

の事故により深刻な打撃を受けたものの、サプライチェーンの立ち直りにより企業

の生産活動は回復の兆しが見られました。しかしながら、欧州財政危機に端を発し

た欧米の景気減速や長期化する円高、タイの洪水による生産活動の停止等により、

景気の先行きは、不透明な状況で推移しました。　

　建設業界におきましては、復旧及び復興工事の需要が一部あるものの、民間設備

投資の回復に力強さはなく、かつ公共投資も低調に推移している等、受注環境は依

然として厳しい状況が続いております。

　当社グループの受注工事高は、前連結会計年度比7.7％増（84億８千１百万円増）

の1,192億３千３百万円となりました。その部門別内訳は、電気工事19.5％、空調工

事57.4％、水道衛生工事23.1％であり、主な受注工事は、北陸新幹線浅生融雪基地

外６箇所　水道衛生工事、化学及血清療法研究所菊池研究所原液棟　空調・水道衛

生工事、神戸大学医学部附属病院低侵襲総合診療棟　空調・水道衛生工事、大妻女

子大学千代田キャンパス再開発プロジェクト　空調・水道衛生工事、（仮称）立川

地方合同庁舎　空調・水道衛生工事などであります。

　完成工事高につきましては、前連結会計年度比11.8％増（128億８千４百万円増）

の1,221億９百万円となりました。その部門別内訳は、電気工事17.8％、空調工事

62.1％、水道衛生工事20.1％であり、主な完成工事は、ＣＲＥＡＴＥ　電気・空調・

水道衛生工事、帝京大学板橋キャンパス大学棟　空調工事、伊勢赤十字病院　空調

工事、大阪市中央卸売市場東部市場再整備　空調・水道衛生工事、長崎大学病院本

館改修　電気工事などであります。

　この結果、次期への繰越工事高は、前連結会計年度比3.4％減（28億７千５百万円

減）の817億６百万円となりました。

　利益面につきましては、営業利益は前連結会計年度比117.7％増（14億５千５百万

円増）の26億９千２百万円となりました。経常利益は前連結会計年度比103.7％増

（13億９千３百万円増）の27億３千６百万円となりました。この結果、当期純利益

は前連結会計年度比108.0％増（６億１千万円増）の11億７千５百万円となりました。
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　なお、工事部門別の前期繰越工事高、受注工事高、完成工事高及び次期繰越工事

高は次のとおりであります。

工 事 部 門 前期繰越工事高 受 注 工 事 高 完 成 工 事 高 次期繰越工事高

　 百万円 百万円 百万円 百万円

電 気 工 事 １０,１０１ ２３,１９５ ２１,７２９ １１,５６７

空 調 工 事 ５５,０５９ ６８,５４１ ７５,８５８ ４７,７４２

水道衛生工事 １９,４２１ ２７,４９６ ２４,５２１ ２２,３９６

計 ８４,５８２ １１９,２３３ １２２,１０９ ８１,７０６

　

(2)資金調達の状況

　当連結会計年度におきましては、増資、社債発行等による資金調達は行っており

ません。

　

(3)設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は、１億９千万円であります。

　

(4)財産及び損益の状況の推移

期　別

区　分

第80期

(平成21年３月期)

第81期

(平成22年３月期)

第82期

(平成23年３月期)

第83期

(平成24年３月期)

受注工事高(百万円) １３１,４６７ １１５,５２１ １１０,７５１ １１９,２３３

完成工事高(百万円) １３７,７２５ １１６,２７５ １０９,２２４ １２２,１０９

経 常 利 益(百万円) ２,７７６ ３,１０８ １,３４３ ２,７３６

当期純利益(百万円) ４５１ ９０９ ５６５ １,１７５

１株当たり
当期純利益

　 (円) １０.０８ ２０.３４ １２.６５ ２６.３２

総 資 産(百万円) １００,５７５ ９８,８７３ ９６,３０６ １０３,３４５

純 資 産(百万円) ４１,２１４ ４１,８４４ ４１,２５９ ４２,１９７

　

(5)対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、東日本大震災からの復興需要や円高の修正もあい

まって、緩やかな回復の兆しが見え始めたものの、原油高や電力不足、新興国の成

長性に陰りが見えるなどの懸念材料もあり、引き続き予断を許さない状況が続くも

のと思われます。
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　建設業界におきましても、民間設備投資は緩やかな回復が見込まれるものの、投

資マインドには慎重さが残り、受注環境は厳しい状況が続くものと予想されます。

　当社グループといたしましては、この産業構造の変化とも言える状況下で厳しい

競争に対応するため、技術研究所の新棟建設を始めとする新しい戦略・施策にチャ

レンジしていくことにより、総合設備工事業者として会社の発展に必要な業績の確

保に努めます。

　

(6)重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

　 百万円 ％　
ダイダンサービス関東株式会社 １００ １００ 電気･空調･水道衛生工事

ダイダンサービス関西株式会社 １００ １００ 電気･空調･水道衛生工事

　

(7)主要な事業内容

　当社グループは、電気工事、空調工事、水道衛生工事の設計、監理、施工並びに

これらに関連する事業を行っております。

　

(8)主要な事業所

会 社 名 名 称 所 在 地

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 本 店 ・ 大 阪 本 社 大 阪 市

　 東 京 本 社 東京都千代田区

　 名 古 屋 支 社 名 古 屋 市

　 九 州 支 社 福 岡 市

　 技 術 研 究 所 埼玉県入間郡三芳町

ダイダンサービス関東株式会社 　 東京都江東区

ダイダンサービス関西株式会社 　 大 阪 市
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(9)従業員の状況（平成24年３月31日現在）

従　業　員　数 前 期 末 比 増 減

１,４３５名 ２２名増

(注)従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含む就業人員であります。

　

(10)主要な借入先（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

　 　　　　　　　　　百万円

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 ２,１６２

株式会社みずほ銀行 １,５３５

株式会社三井住友銀行 １,４０８

　

２．会社の株式に関する事項（平成24年３月31日現在）
　
(1)発行可能株式総数    ８０,０００,０００株

(2)発行済株式の総数    ４５,９６３,８０３株　　　

(3)株主数         　  ３,９８５名(前期末比２２７名減少)

(4)大株主（上位10名） 　
　

株 主 名 持　 株 　数 持 株 比 率

　 千株 ％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 １,９４７ ４.３６

有楽橋ビル株式会社 １,８２６ ４.０９

東京大元持株会 １,７５９ ３.９４

大阪大元持株会 １,５８７ ３.５５

ダイダン従業員持株会 １,５６７ ３.５１

HSBC BANK PLC-MARATHON VERTEX JAPAN FUND LIMITED １,４８０ ３.３１

三信株式会社 １,１１８ ２.５０

名古屋大元持株会 １,０９０ ２.４４

日本生命保険相互会社 １,０８９ ２.４４

株式会社みずほ銀行 ９５９ ２.１４

(注)１．当社は、自己株式1,321,248株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　２．持株比率は、自己株式1,321,248株を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
　
(1)取締役及び監査役の氏名等（平成24年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長
兼 高 経 営 責 任 者

菅　谷　　　節  

代表取締役社長執行役員
兼 高 執 行 責 任 者

植　林　信　一  

取 締 役  専 務 執 行 役 員 大　平　哲　也 西日本地区担当兼大阪本社代表

取 締 役  専 務 執 行 役 員 河久保　弘　和 業務本部長

取 締 役  常 務 執 行 役 員 北　野　晶　平 東日本地区担当兼東京本社代表

取 締 役  常 務 執 行 役 員 藤　澤　一　郎 開発技術本部長

取 締 役  執  行  役  員 森　　　英　高 東京本社副代表兼営業統括

取 締 役  執  行  役  員 杉　本　泰　輔 東京本社副代表兼営業統括

取 締 役  執  行  役  員 太　田　　　隆 中部日本地区担当兼名古屋支社長

取 締 役  執  行  役  員 逢　坂　美智勝 九州支社長

常 勤 監 査 役 櫻　木　修　一  

常 勤 監 査 役 菅　谷　　　梓  

常 勤 監 査 役 安　東　憲二郎  

監 査 役 内　山　富　雄  

(注)１．監査役のうち櫻木修一、内山富雄の両氏は、社外監査役であります。

　　２．監査役　櫻木修一氏は、東京証券取引所及び大阪証券取引所が指定を義務付ける一般株主と

利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

　　３．監査役　安東憲二郎氏は、長年にわたり当社経理部門で業務の経験を重ねてきており、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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４．当事業年度中における取締役の地位・担当等の異動は以下のとおりであります。　

氏 名 新 旧 異 動 年 月 日

藤 澤 一 郎
取締役　常務執行役員
（開発技術本部長）

取締役　常務執行役員
（技術本部長）　

　
平成23年10月１日 
　

　

(2)取締役及び監査役の報酬等の総額

取締役10名　　４億８百万円

監査役４名　　５千９百万円（うち社外監査役　２名　２千５百万円）

　　　

(3)社外役員に関する事項

① 取締役　該当者はありません。

② 監査役

主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

常勤監査役 櫻 木 修 一
当事業年度開催の取締役会14回の全て、ならび
に監査役会14回の全てに出席し、必要に応じ、
発言を行っております。

監 査 役 内 山 富 雄
当事業年度開催の取締役会14回の全て、ならび
に監査役会14回の全てに出席し、必要に応じ、
発言を行っております。

(注)両氏とも、他の法人等との重要な兼職はありません。

　

４．会計監査人に関する事項
　
(1)会計監査人の名称

有限責任あずさ監査法人

　

(2)会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等 ６千６百万円

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 ７千万円
(注)当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融

商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できない

ことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。
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(3)会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項の解任事由に該当すると判断した

ときは、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任する方針です。

　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会に

おいて、会計監査人の解任の旨及び理由を報告いたします。

　

５．会社の体制及び方針
基本方針

　当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、取締役が法令及び定款に基づき

職務の執行を行うとともに、業務が適正に遂行されることを確保するために、社

内規程の整備をはじめとした体制の構築を行います。又、効率的で適法な体制と

するために、適時見直しを行うことによりその改善を図ります。

 

整備状況　

（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① 「企業倫理規程」において役職員一人ひとりが遵守すべき行動の原則、行動

基準を規定し、その内容を記したカードを全役職員に携帯させ、コンプライ

アンスの周知徹底を図ります。

② コンプライアンスの理解と定着のために、定期的な社内広報、社内研修を行

います。

③ コンプライアンス違反に関する内部通報・相談窓口を設置し、報告、通報を

受けた場合は、通報者の地位を確保するとともに、コンプライアンス委員会

を開催し、通報内容に対し適切に対処します。

④ 内部監査部門による監査を定期的に実施し、社内規程に沿って業務が行われ

ていない場合は是正を行います。

⑤ コンプライアンスに違反する事態が生じた場合には、就業規則に則り、厳格

に処分します。

　

（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「文書管理規程」に基づき適切に保存及び管理します。

　

（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

企業経営に大きな影響を与える可能性のあるリスクの管理について、「危機

管理規程」に基づき、損失を未然に防止し、又は 小限に抑え、再発防止に

努めます。

　



( 9 )

（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務並びに業務分掌を、「職務権限規程」、「組織なら

びに業務分掌規程」によって明確にし、適切に業務を行うとともに、重要な

経営情報を速やかに取締役会に付議、報告します。

② 社長直轄の内部監査室が、会社の財産及び業務の遂行状況について適正性と

効率性の観点から監査を実施するとともに、会社の内部統制の有効性につい

ても検証及び評価を行い、その結果を社長及び取締役会に報告します。

　

（5） 当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

① 当会社は、経営理念の実現のため、グループ全体のコンプライアンス体制の

構築に努めます。

② 「関係会社管理規程」において当社と関係会社間の業務上の取扱事項を定め、

必要な管理を行います。

③ 内部監査室が、関係会社の財産及び業務の遂行状況について、適正性と効率

性の観点から監査を実施し、その結果を社長及び取締役会に報告するととも

に、是正を行います。

　

（6） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要な人

員を配置します。

　

（7） 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号により監査役の職務を補助すべき者として配置された使用人の人事異動、

人事評価については、監査役会の事前の同意を得るものとします。

　

（8） 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

① 取締役及び使用人は、会社の業績に著しい影響を及ぼす事項、内部監査部門

による監査の実施状況を、すみやかに監査役へ報告します。

② 取締役会の決議事項及び報告事項については、監査役会で内容の検証が行え

るよう、事前の資料提示に努めます。
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（9） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、取締役会その他経営審議会等の重要会議に出席し、意思決定の過

程及び業務の執行状況を監視する体制を確保します。

② 監査役は、代表取締役、監査法人と定期的に会合し、監査上の重要課題につ

いて意見交換を行います。

③ 監査役は、内部監査部門と連携を図り、効率的な監査を行います。

　

（10）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

基本方針

　　当社は、反社会的勢力に対して断固たる行動をとり、一切の関係を持たな

いことを基本方針としています。

整備状況

　① 「企業倫理規程」に行動基準として上記基本方針を明記し、役職員に、

研修などを通じて、その遵守の徹底を図ります。

　② 工事下請負基本契約書に、暴力団などの反社会的勢力の実質的な関与が

あると認められる場合は契約を解除できる旨を記載し、工事施工段階に

おける反社会的勢力の排除を徹底します。

　③ 警察が主催する連絡会等に加入するなど、平素より外部の専門機関と連

携を深め、反社会的勢力に関する情報を収集しています。

　④ 万一、企業対象暴力による被害が発生した場合の報告体制や対策本部の

設置等について「危機管理規程」に定めております。 
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形・完成工事未収入金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

83,754

22,663

 57,434

99

466

0

1,228

1,867

△6

19,590

3,267

1,929

34

204

1,057

42

590

15,731

8,118

5,929

2,497

△814

（ 負 債 の 部 ） 　

流 動 負 債 57,367

支払手形・工事未払金 41,235

短 期 借 入 金 6,233

未 払 法 人 税 等 489

未 成 工 事 受 入 金 2,404

完成工事補償引当金 168

工 事 損 失 引 当 金 1,152

そ の 他 5,682

固 定 負 債 3,780

長 期 借 入 金 1,623

繰 延 税 金 負 債 63

退 職 給 付 引 当 金 1,433

環 境 対 策 引 当 金 220

長 期 未 払 金 433

海外投資損失引当金 5

そ の 他 0

負 債 合 計 61,148

（ 純 資 産 の 部 ） 　

株 主 資 本 41,531

資 本 金 4,479

資 本 剰 余 金 4,809

利 益 剰 余 金 32,889

自 己 株 式 △647

その他の包括利益累計額 591

その他有価証券評価差額金 564

為 替 換 算 調 整 勘 定 27

少 数 株 主 持 分 73

純 資 産 合 計 42,197

資 産 合 計 103,345 負 債 ・ 純 資 産 合 計 103,345
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連 結 損 益 計 算 書
　 (平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで) （単位：百万円）

科 目 金 額

完 成 工 事 高 　 122,109

完 成 工 事 原 価 　 109,732

完 成 工 事 総 利 益 　 12,377

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 9,684

営 業 利 益 　 2,692

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 17 　

受 取 配 当 金 150 　

不 動 産 賃 貸 料 35 　

受 取 保 険 料 97 　

そ の 他 20 321

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 160 　

支 払 保 証 料 14 　

為 替 差 損 75 　

そ の 他 25 276

経 常 利 益 　 2,736

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 28 　

移 転 補 償 金 34 62

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 24 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 27 　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 11 63

税金等調整前当期純利益 　 2,736

法人税、住民税及び事業税 531  

法 人 税 等 調 整 額 1,013 1,545

少数株主損益調整前当期純利益 　 1,191

少 数 株 主 利 益 　 15

当 期 純 利 益 　 1,175
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連結株主資本等変動計算書
　 (平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで) （単位：百万円）

科 目 金 額

（ 株 主 資 本 ） 　

資 本 金 　

当 期 首 残 高 4,479

当 期 変 動 額 　

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 4,479

　 　

資 本 剰 余 金 　

当 期 首 残 高 4,809

当 期 変 動 額 　

自 己 株 式 の 処 分 △0

当 期 変 動 額 合 計 △0

当 期 末 残 高 4,809

　 　

利 益 剰 余 金 　

当 期 首 残 高 32,428

当 期 変 動 額 　

剰 余 金 の 配 当 △714

当 期 純 利 益 1,175

当 期 変 動 額 合 計 460

当 期 末 残 高 32,889

　 　

自 己 株 式 　

当 期 首 残 高 △626

当 期 変 動 額 　

自 己 株 式 の 取 得 △22

自 己 株 式 の 処 分 1

当 期 変 動 額 合 計 △20

当 期 末 残 高 △647

　 　

株 主 資 本 合 計 　

当 期 首 残 高 41,091

当 期 変 動 額 　

剰 余 金 の 配 当 △714

当 期 純 利 益 1,175

自 己 株 式 の 取 得 △22

自 己 株 式 の 処 分 1

当 期 変 動 額 合 計 440

当 期 末 残 高 41,531
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（単位：百万円）

科 目 金 額

（その他の包括利益累計額） 　

その他有価証券評価差額金 　

当 期 首 残 高 73

当 期 変 動 額 　

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 490

当 期 変 動 額 合 計 490

当 期 末 残 高 564

　 　

為 替 換 算 調 整 勘 定 　

当 期 首 残 高 28

当 期 変 動 額 　

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △1

当 期 変 動 額 合 計 △1

当 期 末 残 高 27

　 　

その他の包括利益累計額合計 　

当 期 首 残 高 102

当 期 変 動 額 　

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 489

当 期 変 動 額 合 計 489

当 期 末 残 高 591

　 　

（ 少 数 株 主 持 分 ） 　

当 期 首 残 高 65

当 期 変 動 額 　

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 8

当 期 変 動 額 合 計 8

当 期 末 残 高 73

　 　

純 資 産 合 計 　

当 期 首 残 高 41,259

当 期 変 動 額 　

剰 余 金 の 配 当 △714

当 期 純 利 益 1,175

自 己 株 式 の 取 得 △22

自 己 株 式 の 処 分 1

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 497

当 期 変 動 額 合 計 937

当 期 末 残 高 42,197
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連 結 注 記 表
　

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

　

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１.連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

　ダイダンサービス関東㈱、ダイダンサービス関西㈱、DAI-DAN(THAILAND)CO.,LTD.、

MERINO O.D.D.SDN.BHD.、DAI-DAN PHILIPPINES,INC.

(2) 非連結子会社の数　６社

非連結子会社の名称

　大電工事㈱、岡山大電設備㈱、九州大電設備㈱、熊本大電設備㈱、

ＰＦＩ京都スクールアメニティ㈱、㈱ディー・エス・アイ

(3) 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

　総資産、完成工事高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

　

２.持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称

　大電工事㈱、岡山大電設備㈱、九州大電設備㈱、熊本大電設備㈱、

ＰＦＩ京都スクールアメニティ㈱、㈱ディー・エス・アイ

(3) 持分法を適用しない理由

　当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用の範囲から除外しております。

　

３.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、DAI-DAN(THAILAND)CO.,LTD.、MERINO O.D.D.SDN.BHD.及びDAI-DAN

PHILIPPINES,INC.の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４.会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

②棚卸資産

未成工事支出金 個別法に基づく原価法

材料貯蔵品 移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価

切り下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社及び国内連結子会社

建物（附属設備を除く） 定額法

その他 定率法

在外連結子会社 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　15～50年

②無形固定資産 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

②完成工事補償引当金

　完成工事に対する瑕疵担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対し、過去

の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。

③工事損失引当金

　手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理

的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。
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④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

⑤環境対策引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用及び収集運

搬費用の見積額を計上しております。

⑥海外投資損失引当金

　海外事業等の整理に向けて、今後発生すると見込まれる損失に備えて、所要見込額を計上し

ております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）、その他の工事については工事完成基準を適用してお

ります。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、36,471百万円であります。　

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

（追加情報）

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４

日）を適用しております。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に

基づき、当連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、「販売費及び一般管理費」に計上しておりま

す。
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(連結貸借対照表に関する注記)

１.有形固定資産の減価償却累計額 3,294百万円

２.担保に供している資産並びに対応する債務の額

担保に供している資産

投資有価証券 76百万円

上記に対応する債務

短期借入金

長期借入金　

100百万円

75百万円

　上記の他、下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金に対する担保に供しております。

投資有価証券 29百万円

　また、下記の資産を連結子会社の仕入債務履行保証金として担保に供しております。

定期預金 27百万円

３.偶発債務

　下記の連結子会社への出資先に対し、当該出資額について損失保証を行っております。

DAI-DAN(THAILAND)CO.,LTD. 13百万円

４.連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。

受取手形 61百万円

　

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１.当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 45,963,803株

２.配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 357 8.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月９日
取締役会

普通株式 357 8.00 平成23年９月30日 平成23年12月１日

計 　 714 16.00 　 　

３.基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

357 8.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日
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(金融商品に関する注記)

１.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　営業循環取引から生じる受取手形の決済及び完成工事未収入金の回収による資金を運転資金の基

礎とし、必要に応じ金融機関から資金の借入れを行っております。

　有価証券及び投資有価証券の取得については、原則として、格付けの高い満期保有目的の債券及

び業務上の関係を有する企業の株式の取得に限っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は為替の変動リスクに晒されており

ます。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び工事未払金は、そのほとんどが、短期の支払期日によっております。

　また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債務は為替の変動リスクに晒されており

ますが、常に営業債権の範囲内で推移しております。

　借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されて

おりますが、返済期日は決算日後おおむね３年以内となっております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程のもと信用リスクを認識し、取引相手の債権残高は、与信

限度枠の範囲内で管理しております。

　各地域の事業所では毎月取引相手ごとに債権残高及び債権残高の推移予想を営業本部へ報告す

ることによってその残高を把握するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念については、早

期把握を行うことにより、そのリスクを軽減するべく措置を図っております。

　満期保有目的の債券は、格付けの高い債券のみを対象としており、信用リスクは僅少でありま

す。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　外貨建債権債務に係る為替の変動リスクは通貨別に区分し、継続的に把握しております。

　支払金利の変動リスクは、借入金に適用される金利の種類別に区分し、継続的に把握しており

ます。

　満期保有目的以外の有価証券及び投資有価証券については、市況や発行体（取引先企業）との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に関する流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各地域の事業所において毎月、入金及び支出の情報をもとに資金繰計画を作成するとともに、

業務本部において常時、手許流動性を維持することによって管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額を用いております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　

２.金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません

（（注）２.参照）。

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1)現金及び預金 22,663 22,663 －

(2)受取手形・完成工事未収入金 57,434 57,404 △29

(3)有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①満期保有目的の債券 109 109 △0

②その他有価証券 6,704 6,704 －

資 産 計 86,912 86,882 △30

(1)支払手形・工事未払金 41,235 41,235 －

(2)短期借入金 4,240 4,240 －

(3)長期借入金(※) 3,617 3,617 0

負 債 計 49,093 49,093 0

(※)一年内返済予定長期借入金1,993百万円は長期借入金に含めております。

(注)１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金

　預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(2)受取手形・完成工事未収入金

　受取手形は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。完成工事未収入金の時価の算定は、一定の期間ごとに区分し

た債権の将来キャッシュ・フローを取引相手の信用リスクを考慮した利率で割り引いた現在価

値によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、満期保有目的の債券は、一定の

期間ごとに区分した債券の将来キャッシュ・フローを発行体の信用リスクを考慮した利率で割

り引いた現在価値によっております。
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負債

(1)支払手形・工事未払金、並びに(2)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3)長期借入金

　時価の算定は、元利金の合計額を、同様の新規借入を当連結会計年度末日に行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値によっております。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　　分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 1,404

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

(賃貸等不動産に関する注記)

　当社では、大阪市その他の地域において、賃貸用不動産を有しております。平成24年３月期に

おける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、24百万円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は

営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び期末時価は、次のとおりで

あります。

連結貸借対照表計上額(百万円) 　
期末時価
(百万円)

　期首残高 期中増減額 期末残高

386 △27 359 911

(注)１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で

あります。

２.期中増減額のうち減少額は、遊休不動産の一部売却24百万円及び減価償却費2百万円の計上に

よるものであります。

３.期末時価は、社外の調査機関による不動産鑑定評価基準に準じた方法に基づく金額でありま

す。

　　



( 22 )

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 943円57銭

１株当たり当期純利益金額 26円32銭

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

　

(その他の注記)

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４

月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われるこ

ととなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の41.0％から、

平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が

見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が

見込まれる一時差異については36.0％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）は45百万円減少し、法人税等調整額が93百万円、その他有価証

券評価差額金が44百万円、為替換算調整勘定が3百万円、それぞれ増加しております。
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貸　借　対　照　表
（平成24年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

立 替 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

差 入 保 証 金

長 期 保 険 掛 金

破 産 更 生 債 権 等

前 払 年 金 費 用

ゴ ル フ 会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

83,043

22,300

3,311

53,781

99

469

0

20

1,314

1,226

522

△5

19,763

3,248

1,929

20

198

1,057

42

587

533

53

15,928

8,052

289

2

4

44

634

367

325

5,929

651

101

△476

（ 負 債 の 部 ） 　
流 動 負 債 57,090

支 払 手 形 6,980
工 事 未 払 金 34,095
短 期 借 入 金 4,240
１年内返済予定の長期借入金 1,993
未 払 金 395
未 払 費 用 2,126
未 払 法 人 税 等 482
未 払 消 費 税 等 45
未 成 工 事 受 入 金 2,337
預 り 金 2,451
従 業 員 預 り 金 606
完成工事補償引当金 167
工 事 損 失 引 当 金 1,152
そ の 他 14

固 定 負 債 3,753
長 期 借 入 金 1,623
繰 延 税 金 負 債 38
退 職 給 付 引 当 金 1,431
環 境 対 策 引 当 金 220
長 期 未 払 金 433
海外投資損失引当金 5
そ の 他 0

負 債 合 計 60,843

（ 純 資 産 の 部 ） 　
株 主 資 本 41,398
資 本 金 4,479
資 本 剰 余 金 4,809
資 本 準 備 金 4,716
そ の 他 資 本 剰 余 金 93

利 益 剰 余 金 32,755
利 益 準 備 金 1,119
そ の 他 利 益 剰 余 金 31,635
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 68
別 途 積 立 金 29,720
繰 越 利 益 剰 余 金 1,847

自 己 株 式 △647
評 価 ・ 換 算 差 額 等 564

その他有価証券評価差額金 564

純 資 産 合 計 41,962
資 産 合 計 102,806 負 債 ・ 純 資 産 合 計 102,806
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損　益　計　算　書
　 (平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで) （単位：百万円）

科 目 金 額

完 成 工 事 高 　 120,393

完 成 工 事 原 価 　 108,200

完 成 工 事 総 利 益 　 12,193

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 9,563

営 業 利 益 　 2,630

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 15 　

受 取 配 当 金 150 　

不 動 産 賃 貸 料 35 　

受 取 保 険 料 97 　

そ の 他 20 319

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 160 　

支 払 保 証 料 14 　

為 替 差 損 88 　

そ の 他 24 289

経 常 利 益 　 2,660

　 　 　

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 27 　

移 転 補 償 金 34 61

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 24 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 27 　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 11 63

税 引 前 当 期 純 利 益 　 2,658

法人税、住民税及び事業税 502  

法 人 税 等 調 整 額 1,013 1,515

当 期 純 利 益 　 1,142
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株主資本等変動計算書
　 (平成23年４月１日から

平成24年３月31日まで) （単位：百万円）

科 目 金 額

（ 株 主 資 本 ） 　

資 本 金 　

当 期 首 残 高 4,479

当 期 変 動 額 　

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 4,479

　 　

資 本 剰 余 金 　

資 本 準 備 金 　

当 期 首 残 高 4,716

当 期 変 動 額 　

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 4,716

そ の 他 資 本 剰 余 金 　

当 期 首 残 高 93

当 期 変 動 額 　

自 己 株 式 の 処 分 △0

当 期 変 動 額 合 計 △0

当 期 末 残 高 93

資 本 剰 余 金 合 計 　

当 期 首 残 高 4,809

当 期 変 動 額 　

自 己 株 式 の 処 分 △0

当 期 変 動 額 合 計 △0

当 期 末 残 高 4,809

　 　

利 益 剰 余 金 　

利 益 準 備 金 　

当 期 首 残 高 1,119

当 期 変 動 額 　

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 1,119

そ の 他 利 益 剰 余 金 　

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 　

当 期 首 残 高 71

当 期 変 動 額 　

積 立 金 の 取 崩 △3

当 期 変 動 額 合 計 △3

当 期 末 残 高 68
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（単位：百万円）

科 目 金 額

別 途 積 立 金 　
当 期 首 残 高 29,720
当 期 変 動 額 　

当 期 変 動 額 合 計 －

当 期 末 残 高 29,720
繰 越 利 益 剰 余 金 　

当 期 首 残 高 1,416
当 期 変 動 額 　

積 立 金 の 取 崩 3
剰 余 金 の 配 当 △714
当 期 純 利 益 1,142

当 期 変 動 額 合 計 430
当 期 末 残 高 1,847

　 　
利 益 剰 余 金 合 計 　

当 期 首 残 高 32,327
当 期 変 動 額 　

積 立 金 の 取 崩 －
剰 余 金 の 配 当 △714
当 期 純 利 益 1,142

当 期 変 動 額 合 計 427
当 期 末 残 高 32,755
　 　

自 己 株 式 　
当 期 首 残 高 △626
当 期 変 動 額 　

自 己 株 式 の 取 得 △22
自 己 株 式 の 処 分 1

当 期 変 動 額 合 計 △20
当 期 末 残 高 △647
　 　

株 主 資 本 合 計 　
当 期 首 残 高 40,990
当 期 変 動 額 　

積 立 金 の 取 崩 －
剰 余 金 の 配 当 △714
当 期 純 利 益 1,142
自 己 株 式 の 取 得 △22
自 己 株 式 の 処 分 1

当 期 変 動 額 合 計 407
当 期 末 残 高 41,398
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（単位：百万円）

科 目 金 額

（ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ） 　

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 　

当 期 首 残 高 73

当 期 変 動 額 　

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 490

当 期 変 動 額 合 計 490

当 期 末 残 高 564

　 　

評価・換算差額等合計 　

当 期 首 残 高 73

当 期 変 動 額 　

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 490

当 期 変 動 額 合 計 490

当 期 末 残 高 564

　 　

純 資 産 合 計 　

当 期 首 残 高 41,064

当 期 変 動 額 　

積 立 金 の 取 崩 －

剰 余 金 の 配 当 △714

当 期 純 利 益 1,142

自 己 株 式 の 取 得 △22

自 己 株 式 の 処 分 1

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 490

当 期 変 動 額 合 計 897

当 期 末 残 高 41,962
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個 別 注 記 表
　

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１.資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 個別法に基づく原価法

材料貯蔵品 移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）

　

２.固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

建物（附属設備を除く） 定額法

その他 定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　15～50年

(2) 無形固定資産 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。
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３.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　完成工事未収入金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 完成工事補償引当金

　完成工事に対する瑕疵担保補償の目的をもって設定したもので、補償対象工事に対し、過去の

実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上しております。

(3) 工事損失引当金

　手持受注工事の将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的

に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(5) 環境対策引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用及び収集運搬

費用の見積額を計上しております。

(6) 海外投資損失引当金

　海外事業等の整理に向けて、今後発生すると見込まれる損失に備えて、所要見込額を計上して

おります。

　

４.収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積は原価比例法）、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、36,471百万円であります。　

　

５.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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（追加情報）　

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用

しております。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基

づき、当事業年度の「貸倒引当金戻入額」は、「販売費及び一般管理費」に計上しております。

　

　

(貸借対照表に関する注記)

１.有形固定資産の減価償却累計額 3,273百万円

　

２.担保に供している資産並びに対応する債務の額

担保に供している資産

投資有価証券 76百万円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金

長期借入金　

100百万円

75百万円

上記の他、下記の資産をＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金に対する担保に供しております。

投資有価証券 29百万円

　

３.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 58百万円

長期金銭債権 4百万円

短期金銭債務 375百万円

　

４.偶発債務

下記の関係会社への出資先に対し、当該出資額について損失保証を行っております。

DAI-DAN(THAILAND)CO.,LTD. 13百万円

　

５.事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含

まれております。

受取手形 61百万円
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(損益計算書に関する注記)

１.関係会社との取引高

完成工事高 141百万円

営業費用 1,598百万円

営業取引以外の取引高 3百万円

　

２.完成工事原価の注記

完成工事原価には工事損失引当金繰入額767百万円が含まれております。

　

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 1,280 44 3 1,321

　

(変動事由)

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 44千株

　減少数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の売渡請求による減少 3千株
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(税効果会計に関する注記)

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (単位：百万円)

（繰延税金資産） 　

退職給付引当金 1,505

未払賞与 525

工事損失引当金 438

貸倒引当金繰入超過額 138

役員退職慰労未払金 158

環境対策引当金 79

完成工事補償引当金 63

ゴルフ会員権等評価損 62

その他 269

繰延税金資産小計 3,240

評価性引当額 △421

繰延税金資産合計 2,819

（繰延税金負債） 　

退職給付信託設定益 △1,271

その他有価証券評価差額金 △317

固定資産圧縮積立金 △39

その他 △2

繰延税金負債合計 △1,630

繰延税金資産の純額 1,188

　

 ２.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法

律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、

平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行

われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の41.0％か

ら、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見

込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込

まれる一時差異については36.0％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延

税金負債の金額を控除した金額）は49百万円減少し、法人税等調整額が93百万円、その他有価証

券評価差額金が44百万円、それぞれ増加しております。
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(リースにより使用する固定資産に関する注記)

当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額 517百万円

当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 330百万円

当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 184百万円

　

　

(関連当事者との取引に関する注記)

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 939円97銭

１株当たり当期純利益金額 25円58銭

　

　

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

　

　

(その他の注記)

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

　 　

独立監査人の監査報告書

　

　 平成24年５月７日　

　 ダイダン株式会社 　

　 取 締 役 会　 御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　 指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 野 　 裕 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 草 野 和 彦 

　

　

　 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ダイダン株式会社の平成23年４月１日

から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見　

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本

　 　

独立監査人の監査報告書

　

　 平成24年５月７日　

　 ダイダン株式会社 　

　 取 締 役 会　 御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　 指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 野 　 裕 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 草 野 和 彦 

　

　

　 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダイダン株式会社の平成23年４

月１日から平成24年３月31日までの第83期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見　

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書 謄本

　 　

監　査　報　告　書

　

　 　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第83期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、その構築・運用の状況を監視及び検証いたしま

した。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに

連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め

られません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　

　 平成24年５月８日 　

　 　 　

　 ダ イ ダ ン 株 式 会 社　監査役会 　

　 監 査 役（常勤） 櫻 木 修 一 

監 査 役（常勤） 菅 谷 　 梓 

監 査 役（常勤） 安　東　憲二郎 

監 査 役 内 山 富 雄 
　

　

　 (注)監査役櫻木修一及び監査役内山富雄は、社外監査役であります。

　

　

以　上
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株主総会参考書類

　

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

　当期の剰余金の処分につきましては、安定的かつ継続的な配当を行う当社の

基本方針に基づき、当期の業績及び経営環境等を勘案した結果、次のとおりと

いたしたいと存じます。
　
期末配当に関する事項
　
(1)配当財産の種類

金銭
　
(2)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき、金８円

総額 357,140,440円
　
(3)剰余金の配当が効力を生じる日

平成24年６月29日
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第２号議案 取締役１名選任の件
　
　経営体制の一層の強化を図るため、取締役１名を増員することとし、その選

任をお願いするものであります。

　なお、新たに選任された取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在

任取締役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

ふ

氏
り

　　
が

　
な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

※　
さくら

櫻 　
い

井　
たけ

丈　
し

士
　

　
(昭和27年７月１日生)

　
昭和51年４月　当社入社
平成11年４月　当社北関東支店支店長
平成15年４月　当社関東支店支店長
平成19年４月　当社東京本社営業統括
平成19年10月　当社東京本社副代表兼営業統括
平成21年４月　当社執行役員東京本社副代表兼営業統括
平成22年４月　当社上席執行役員東京本社副代表兼営業統括
平成23年４月　当社上席執行役員営業本部長
平成23年７月　当社主席執行役員営業本部長
　　　　　　　現在に至る
　

13,200株

(注)１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　２．※印は新任の取締役候補者であります。　
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第３号議案 監査役４名選任の件
　
　監査役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役４名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

ふ

氏
り

　　
が

　
な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

1

さくら

櫻
ぎ

木
しゅう

修
いち

一
　
(昭和22年12月11日生)

　
昭和45年４月　株式会社三和銀行入行
平成２年５月　同行花園支店長
平成４年７月　同行金沢支店長
平成６年10月　同行茨木支店長
平成８年10月　同行松原支店長
平成10年11月　三和ビジネスクレジット株式会社
　　　　　　　常務取締役大阪支店長
平成13年４月　フロンティア債権回収株式会社顧問
平成13年６月　同社取締役
平成15年６月　同社常務取締役
平成17年６月　同社専務取締役
平成17年10月　エム・ユー・フロンティア債権回収株式

会社専務取締役
平成20年６月　当社監査役（常勤）
　　　　　　　現在に至る
　

14,000株

2

あん

安
どう

東　
けん

憲
じ

二
ろう

郎
 
(昭和27年３月３日生)

　
昭和50年４月　当社入社
平成11年４月　当社業務本部経理部長
平成13年４月　当社業務本部副本部長兼経理部長
平成15年４月　当社業務本部副本部長
平成15年10月　当社業務本部副本部長兼人事部長
平成20年４月　当社業務本部副本部長兼秘書室長<東京>
平成20年６月　当社監査役（常勤）
　　　　　　　現在に至る
　

12,000株
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候補者
番号

ふ

氏
り

　　
が

　
な

名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

3

※
つち

土
かわ

川 　
あきら

章
 
(昭和18年７月24日生)

　
昭和37年４月　当社入社
平成12年６月　当社取締役北陸支店長
平成12年10月　当社取締役名古屋支社長
平成14年４月　当社常務取締役名古屋支社長
平成19年４月　当社専務取締役名古屋支社長
平成20年４月　当社取締役専務執行役員中部日本地区担

当兼名古屋支社長
平成23年４月　当社特別顧問
平成23年９月　当社退職
　　　　　　　現在に至る
　

33,100株

4

※
きた

北
むら

村
はち

八
ろう

朗
 
(昭和25年４月27日生)

　
昭和50年４月　大阪瓦斯株式会社入社
平成14年４月　同社兵庫事業本部開発営業部長
平成17年６月　同社エンジニアリング部長
平成19年６月　株式会社リキッドガス常務取締役
平成22年６月　泉北天然ガス発電株式会社監査役
　　　　　　　現在に至る
　

0株

(注)１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　　２．社外監査役候補者に関する特記事項

　　　　（１）櫻木修一、北村八朗の両氏は、社外監査役候補者であります。

　　　　（２）櫻木修一、北村八朗の両氏は、いずれも豊富な経験や実績、幅広い知識と見識を有して

おり、当社の社外監査役に相応しいと判断して、社外監査役候補者といたしました。

　      （３）櫻木修一氏の当社監査役在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。

    ３．櫻木修一氏は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の規則に定める独立役員として両取引所に

届け出ており、原案どおり選任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。

　　４．※印は新任の監査役候補者であります。

　

以　上
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株主総会会場

肥後橋
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セブンイレブン
⑦出入口

　

会 場 大 阪 市 西 区 江 戸 堀 一 丁 目 ９ 番 2 5 号

　 ダイダン株式会社　本店７階　大会議室

　 電 　 話 ( 0 6 ) 6 4 4 7 － 8 0 0 0

交 通 地下鉄四つ橋線

　 肥後橋駅下車⑦出入口
　
　
　

　


